





































































































































1999 2000 2001 2002
一◆－30大企業＋全体企業
表皿一2　「倫理経営」が必要な理由　　（単位：％）
区分 社会的責任 収益性 生存戦略 社会の雰囲気
1999 92．2 4．4 2．4 1．0
2001 68．7 28．4 0．3






















































































類型／年度 81～9394 95 96 97 98 99 20002001 計
市場支配的事業者の濫用行為 19 1 3 1 2 5 2 一 4 37
企業の結合制限（1） 370 13 23 36 47 2919 43 46 626
経済力の集中抑制・違反 105 8 3 14 6 11 38 19 15 219
不当な共同行為 110 19 26 36 22 37 34 47 43 374
事業者団体の競争制限行為 312 56 40 66 53 101 93 117 88 926
不公正な取引行為 2，630337 35339 510 404 514 432 4886，007
不当な国際契約の締結（2） 2，217 55 40 26 3 1 一 一 一 2，342
小計 5，763489 488518 643588 700 65868410，531
不公正な約款 70 72 51 56 152 11255 56 100 924
不公正な下請取引行為（3） 1，475224387 494 534 580 311874（4）3，130 8，009
その他（5） 一 一 一 一 一 一 一 6 10 16
























































































































個人の倫理的価値 1．5（1） L99（2） 1．93（1）
企業の政策や指針 2．8（2） 1．94（1） 2。43（2）
業界の雰囲気 3．8（4） 3．93（4） 4．09（3）
上司の行動様式 2．8（2） 2．92（3） 4，18（4）





業界の雰囲気 2，6（2） 3．34（3） 3．08（3） 2．11（1）
企業の政策や指針 3．3（4） 3．27（2） 2．00（1） 2．59（2）
上司の行動様式 1．9（1） 2．15（1） 2．14（2） 3．00（3）
自分の財務的必要性 4．1（5） 4．46（5） 3．75（4） 3．17（4）
























































































家族所有 15．6 13．3 12．1 8．6
系列社所有 44．7 36．3 35．6 36．6
合　計 60．3 49．6 47．7 45．2
30大「財閥」
家族所有 15．8 13．7 10．5 8．5
系列社所有 40．4 31．7 32．8 34．5





1986 19901994 1997 19981999
機関投資家 19．9 16．527．3 21．7 11。2（11，1） 12．2（15．9）
銀　行 7．0 7．3 10．5 9．4 3．6（3．1） 3．5（3．0）
証券会社 6．7 4．7 3．6 2．1 1．3（1，3） 0．8（0。7）
投資信託 0．8 8．2 6．9 2．7 2．0（2．4） 4．8（8．5）
保険会社 5．0 5．5 5．4 6．3 3．6（3。6） 1．8（2．7）
その他金融機関 0．4 0．8 0．9 L2 0．7（0．7） 1．3（1．0）
法人企業 24．5 15．6 18．222．8 22．3（22．3） 18．7（20．2）
個　人 52．4 46．0 36．939．8 38．8（28．9） 39．0（25．9）
外国人 3．0 1．7 9．1 9．1 10．4（18．0） 12．4（21．7）
政府・公共機関 0．2 10．3 8．6 6．6 17．3（19．7） 17，7（16．5）
合　計 100 100 1001 0 100（100） 100（100）
注（）内は，時価総額基準での株式分布。
（原出所）韓国証券取引所『株式』2000年4月号，12月号，同所のホームページ。
（出　所）　高龍秀（2001）
業倫理を考える上で，家族や系列会社による所有構造は大きな弊害となりうる。なぜかと言うと，企
業の意思決定において閉鎖的な環境が生まれてくるからである。
　韓国企業の所有構造で特徴的なのが，家族所有より系列社所有のほうが，数値が高いということで
ある。オーナー経営の場合，オーナー自身またはその家族の所有比率が高いと考えがちだが，韓国で
は財閥の傘下にある系列会社にその比重を置いていることがわかる。
　次に株式の分布状況をみてみよう。表W－3を参照すれば，IMF管理体制以後は法人企業，個人の
比率が低下している。99年の一族所有の内訳でも，オーナーの所有は2．0％に低下しており，オー
ナーの株主としての地位も低下している。さらに，もう一つの特徴として，外国人による所有比率が
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増加していることが挙げられる29。アジア通貨危機，IMF管理体制以後，韓国企業の所有構造は，家
族およびその系列会社の強い結びつきは緩和されつつある。その一方で外国人の所有比率が上昇して
いるということは，経営の透明性を拡張させ，開かれた所有形態を目指している姿が窺えよう。つま
り，所有構造の開放化することにより，より開かれた経営に取り組んでいこうとしているのである。
この傾向にしたがって，企業倫理が一つの方法手段として確立していくであろう。そして，今後オー
ナー経営者の権力は減少し，企業倫理を基にした透明な経営体質へと大きく改善されていくと思われ
る。
V旺　おわりに
　本稿では，五つの論点から最近の韓国における企業倫理の動向について分析してきた。そこからわ
かったことを整理してみると，次のようなことが言える。第一に，韓国における企業倫理の歴史的経
緯において，1960，70年代は経済の高度成長期であり，企業倫理に対する関心は皆無に等しかった。
しかし，1987年の民主化以降，徐々にではあるが企業倫理が意識され始め，1997年のアジア通貨危
機以降，特に企業倫理に対する重要性が認識されるようになった。第二に，全経連やシソクタソクの
調査結果から，近年企業倫理に関して，企業が高い関心を寄せていることがわかった。そして，それ
に基づき企業が自ら倫理的行動をとろうとしている現況も推察することができた。第三に，韓国企業
は企業倫理に対して高い関心を寄せているにも拘らず，実際には，非倫理的行動が後を絶たず，それ
は競争者，顧客，政府，地域社会など，企業外のステークホルダーとの関係でも，また，企業内の従
業員との関係でも起こっている。第四に，企業が非倫理的行動に向かう背景には，韓国企業の経営者
の二重的倫理基準が存在していた。韓国企業の経営老は，自らは倫理的行動に向かおうとしても，産
業の雰囲気や政策によって左右されやすく，外圧に屈しやすい傾向があったのである。第五に，韓国
企業の所有・支配構造の問題も企業倫理の発展の障害となってきた。すなわち，オーナー経営者によ
るワソマソ経営が，企業の意思決定過程において多くの弊害をもたらすため，なかなか企業倫理に取
り組みづらい状態であった。しかし，近年外国人による所有比率も高くなり，より開放的な所有構造
に移行しつつあることがわかった。
　今回は，紙幅の関係もあり，韓国における企業倫理の動向を概観するに止まった。今後の課題とし
ては，個々の企業の事例研究を通してより詳細に研究していきたい。
【謝辞：2003年7月19日，企業経済研究会において，文載皓先生（富士常葉大学）の「韓国の企業倫
理の現状と課題一財閥企業を中心に」という発表は，今回の論文作成に当たって大変勉強になり，ま
29高龍秀（2001）高は外国人所有比率の増加と関連して，韓国企業は米国型に移行しつつある企業と，従来型の
　オーナー中心支配企業との二分化現象が見られると指摘している。そして現在の韓国では，機関投資家の育成
　が不十分であり，資本市場イソフラが整備されていない状態ではアングロサクソソ・モデルへの移行が困難で
　あるとも示唆している。
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・た参考になりました。この場を借りてお礼を申し上げたいと思います。】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料
　　　　　　　　　　　　　　　韓国　全国経済人連合会　企業倫理憲章　　　　　　　（筆者訳）
　企業は全国民と共に，かつての貧困と苦労を土台にして，国民の汗と創意により今日の誇らしい経済発展を成
し遂げてきた。
　世界が一つの市場として開かれ，経済力が国家の興亡を決定する世界的な変動を前にして，企業は国家と民族
の将来を支えるべき重要な使命を担っている。企業は南北統一に備えるため，国富を増やして国力を養うことに
さらに力を入れ，持続的な成長と発展を通して，先進福祉国家を創造し，後世に平和と豊かな生活の基礎を伝え
なければならない。
　創意と活力に満ちた企業が，自ら先んじて経営と技術を革新する。そして企業は，透明な企業経営を通して，
新しい時代の精神と国民の要望に応じる理想的な政経文化を定着させ，健全で着実な成長をしていくべきである。
　企業は自由な市場経済の体制を発展させ，国民の希望と夢を実現させ，国民から信頼を受ける企業となってい
かなければならない。世界と歩調を合わせ，国民から愛される企業文化を整えていくことこそ，企業が進むべき
真の道である。
　ここに企業は新しい理念をもち，我々の努力目標を次のように定め，これを実践することとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一項目一
1．企業は企業市民として社会的責務を果たす。
　企業は良い職場を作り，良質の製品とサービスを提供し，国民の生活を充実させ，豊かにすることが重要な役
割であるということを認識し，企業が国家社会の生産主体として国家の経済発展の根幹となっているという責任
感とプライドを持ち，企業市民としての責務を果たす。
2．企業は創意と革新を通して正当な利潤を創出する。
　企業は価値創造と利潤創出を通して，企業を永続的に維持・発展させる使命を有しており，不誠実な経営は，
国家社会に対して弊害をもたらすことを企業自らが自覚し，継続的な経営革新と健全な利潤創出の経営を行い，
国家社会で歓迎される優良企業として発展していく。
3．企業は透明な経営をするよう努める。
　企業は公正かつ透明で自由な経営をし，株主はもちろん企業のすべての利害関係者に対し，企業情報を公正に
公開する。
4．企業は政治権力および政府と健全で透明な関係を維持する。
　企業は役員や従業員個々人の政治的見解と参政権を尊重し，会社内での政治的活動を禁止し，政治権力および
行政府と透明な関係を維持することにより，理想的な政経文化の定着に努力する。
5．企業は専門経営人の育成のために努力する。
　企業は専門経営人たちの自律と創意を基礎として，進んで責任を果たす自律責任の経営体制を強固にし，世界
一流の企業としての経営基盤を備えるよう努める。
6．企業は相互間で公正な競争をする。
　企業は，自由で公正な競争が経済の効率性を高め，互いの発展可能性を高めることを自覚し，競争企業を尊重
し合い，公正取引と競争秩序を確立する。
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7．企業は大企業・中小企業間の協力体制を発展させていく。
　企業は，大企業・中小企業間の相互補完的な関係を深め，協力的な関係を確立することが一層の発展につなが
ることを認識して，相互信頼に基づいて緊密に協力する。
8．企業は消費者と顧客の権利と利益の増進に力を注ぐ。
　企業は消費者と共に存在し，技術開発と品質向上により消費者の欲求に応じる良い製品とサービスを提供し，
真の顧客満足を実践して消費者の権利と利益の増進に力を注ぐ。
9．企業は全ての企業構成員の利益を向上させる。
　企業は株主，経営者，従業員など全ての構成員の共存・共栄関係を形成し，創意あふれる企業活動により健全
な利潤を創出し，構成員個々人の業績と努力に従って，適正な報酬を与えることにより，企業構成員が価値ある
人生を営めるように努力する。
10．企業は環境に親和的な経営を志向する。
　企業は，自然環境が後世に伝える貴重な資産であり，世界の市民にとって，共に健康で快適な人生を享受する
基礎となることを認識し，環境に親和的な経営を通して，環境汚染を予防し，天然資源を保全して，きれいな
水，澄んだ空気，青い森を整えていくことに努力する。
11．企業は地域社会の発展に寄与する。
　企業は地域社会を構成する共同体の構成員として，伝統と文化を尊重し，地域住民との関係を密にして，地域
社会の雇用増進と経済・文化の発展に寄与する。
12．海外進出企業は，善良な企業市民として現地国の法律を遵守し，現地国の文化と取引慣行を尊重する。
　グローバル化時代の国際企業は，現地国でも自国と同様に善良な企業として，義務を忠実に遂行し，全世界的
な倫理原則に従い，現地国の取引慣行を尊重する。
13．企業はこの憲章を遵守し，それが実践されているかどうかをお互いに見守り，国民から信頼を受ける企業と
なるよう努力する。
　全経連（全国経済人連合会）は企業倫理委員会を通して，企業倫理と関連する問題を自律的に調整し，企業倫
理定着のための事業を持続的に推進する。さらに，企業がこの憲章に違反する行為をして，社会に深刻な影響を
及ぼす場合，企業倫理委員会を通して厳正な処置を採る。
（出所）全国経済人連合会ホームページ。（http：／／www．fki．or．kr）
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